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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,893 5,722

受取手形及び売掛金 25,777 20,503

有価証券 4,441 5,344

商品及び製品 122 143

仕掛品 2,361 1,821

原材料及び貯蔵品 9,155 6,329

前払費用 247 277

繰延税金資産 1,235 978

その他 514 511

貸倒引当金 △545 △206

流動資産合計 49,204 41,425

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※４  13,587 ※４  13,731

機械装置及び運搬具（純額） 2,626 2,152

土地 ※４  17,965 ※４  19,199

建設仮勘定 578 38

その他（純額） 384 959

有形固定資産合計 ※１  35,142 ※１  36,080

無形固定資産   

その他 430 392

無形固定資産合計 430 392

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３, ※４  3,870 ※３  4,099

長期貸付金 12 －

長期前払費用 792 755

繰延税金資産 129 1,022

その他 1,645 3,175

貸倒引当金 △229 △1,654

投資その他の資産合計 6,222 7,399

固定資産合計 41,795 43,872

資産合計 90,999 85,298

─ 31 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,231 11,171

短期借入金 ※４  5,620 ※４  2,620

1年内償還予定の社債 200 494

1年内返済予定の長期借入金 ※４  1,327 ※４  1,234

未払法人税等 275 244

未払消費税等 313 443

未払費用 2,155 2,015

製品保証引当金 375 647

工事損失引当金 267 －

その他 1,144 987

流動負債合計 23,911 19,858

固定負債   

社債 800 1,629

長期借入金 ※４  1,536 ※４  1,756

長期預り保証金 ※４  3,903 ※４  3,680

退職給付引当金 2,316 2,404

役員退職慰労引当金 108 114

負ののれん ※６  1,452 ※６  1,114

繰延税金負債 1,599 1,510

その他 ※４  640 ※４  871

固定負債合計 12,356 13,080

負債合計 36,268 32,938

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,899 11,899

資本剰余金 11,718 11,718

利益剰余金 33,355 30,610

自己株式 △2,144 △2,145

株主資本合計 54,829 52,083

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 22 294

為替換算調整勘定 △120 △18

評価・換算差額等合計 △98 275

純資産合計 54,731 52,359

負債純資産合計 90,999 85,298
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 72,116 54,071

売上原価 60,573 45,400

売上総利益 11,542 8,671

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  11,069 ※１, ※２  11,242

営業利益又は営業損失（△） 473 △2,571

営業外収益   

受取利息 20 8

受取配当金 101 66

負ののれん償却額 376 376

持分法による投資利益 43 －

雑収入 149 76

営業外収益合計 691 527

営業外費用   

支払利息 193 174

手形売却損 1 7

たな卸資産廃棄損 149 －

生産体制整備費用 － 92

持分法による投資損失 － 1

為替差損 110 143

雑支出 124 133

営業外費用合計 580 552

経常利益又は経常損失（△） 584 △2,595

特別利益   

固定資産売却益 ※３  6 ※３  6

その他 － 0

特別利益合計 6 6

特別損失   

固定資産処分損 54 56

投資有価証券売却損 45 －

投資有価証券評価損 754 185

たな卸資産評価損 95 －

早期割増退職金 144 83

減損損失 ※４  757 ※４  3

その他 44 33

特別損失合計 1,896 362

税金等調整前当期純損失（△） △1,305 △2,951

法人税、住民税及び事業税 504 385

法人税等調整額 △757 △909

法人税等合計 △253 △524

当期純損失（△） △1,051 △2,427

─ 33 ─



③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,899 11,899

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,899 11,899

資本剰余金   

前期末残高 11,718 11,718

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,718 11,718

利益剰余金   

前期末残高 34,814 33,355

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

当期純損失（△） △1,051 △2,427

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △1,458 △2,745

当期末残高 33,355 30,610

自己株式   

前期末残高 △1,068 △2,144

当期変動額   

自己株式の取得 △1,077 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1,076 △0

当期末残高 △2,144 △2,145

株主資本合計   

前期末残高 57,364 54,829

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

当期純損失（△） △1,051 △2,427

自己株式の取得 △1,077 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △2,534 △2,745

当期末残高 54,829 52,083
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 524 22

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △502 271

当期変動額合計 △502 271

当期末残高 22 294

為替換算調整勘定   

前期末残高 245 △120

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △366 101

当期変動額合計 △366 101

当期末残高 △120 △18

評価・換算差額等合計   

前期末残高 770 △98

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △868 373

当期変動額合計 △868 373

当期末残高 △98 275

純資産合計   

前期末残高 58,134 54,731

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

当期純損失（△） △1,051 △2,427

自己株式の取得 △1,077 △0

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △868 373

当期変動額合計 △3,403 △2,372

当期末残高 54,731 52,359
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,305 △2,951

減価償却費 2,029 2,005

減損損失 757 3

のれん償却額 38 38

負ののれん償却額 △376 △376

退職給付引当金の増減額（△は減少） △107 87

貸倒引当金の増減額（△は減少） 539 1,086

その他の引当金の増減額（△は減少） △594 11

受取利息及び受取配当金 △122 △74

支払利息 193 174

その他の営業外損益（△は益） △9 9

持分法による投資損益（△は益） △43 1

投資有価証券評価損益（△は益） 754 192

投資有価証券売却損益（△は益） 45 △0

固定資産売却損益（△は益） △5 △6

固定資産処分損益（△は益） 53 56

売上債権の増減額（△は増加） 13,289 3,717

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,226 3,362

その他の資産の増減額（△は増加） 1,273 △25

仕入債務の増減額（△は減少） △8,127 △493

割引手形の増減額（△は減少） △2,482 －

その他の負債の増減額（△は減少） △7 △814

未払消費税等の増減額（△は減少） △50 156

小計 3,518 6,160

利息及び配当金の受取額 120 74

利息の支払額 △171 △155

法人税等の支払額 △1,103 △320

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,363 5,758

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 5 －

有価証券の取得による支出 △261 △16

有価証券の売却による収入 279 62

固定資産の取得による支出 △1,218 △2,755

固定資産の売却による収入 6 15

短期貸付金の増減額（△は増加） △20 －

長期貸付けによる支出 △6 △7

長期貸付金の回収による収入 24 7

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,190 △2,695
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 890 △3,000

長期借入れによる収入 1,783 1,488

長期借入金の返済による支出 △1,273 △1,360

社債の発行による収入 1,000 1,470

社債の償還による支出 － △347

自己株式の取得による支出 △1,077 △0

自己株式の売却による収入 0 0

リース債務の返済による支出 △10 △285

配当金の支払額 △406 △317

財務活動によるキャッシュ・フロー 905 △2,353

現金及び現金同等物に係る換算差額 67 22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,145 732

現金及び現金同等物の期首残高 8,186 10,334

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2 －

現金及び現金同等物の期末残高 10,334 11,067

─ 37 ─





























































２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,438 2,905

受取手形 ※１  6,868 ※１  3,838

売掛金 ※１  11,181 ※１  7,702

有価証券 4,441 5,344

原材料 4,401 3,516

仕掛品 1,730 1,077

貯蔵品 29 55

前渡金 － 26

前払費用 18 72

関係会社短期貸付金 1,479 933

繰延税金資産 934 534

有償支給代 22 23

その他 ※１  347 ※１  215

貸倒引当金 △523 △30

流動資産合計 34,369 26,217

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※４  10,522 ※４  10,832

構築物（純額） 618 613

機械及び装置（純額） 1,430 1,184

車両運搬具（純額） 60 47

工具、器具及び備品（純額） 188 136

土地 ※４  12,300 ※４  13,282

リース資産（純額） 39 520

建設仮勘定 554 10

有形固定資産合計 ※３  25,715 ※３  26,627

無形固定資産   

のれん 45 11

特許権 0 6

ソフトウエア 215 181

その他 28 30

無形固定資産合計 289 229

投資その他の資産   

投資有価証券 2,911 3,104

関係会社株式 7,463 7,463

投資損失引当金 △271 △213

関係会社長期貸付金 827 1,786

長期営業債権 34 1,618

長期前払費用 742 715

保険積立金 485 475

繰延税金資産 54 1,041

その他 751 753

貸倒引当金 △86 △1,571

投資その他の資産合計 12,913 15,173

固定資産合計 38,918 42,030

資産合計 73,287 68,247
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,343 960

買掛金 ※１  5,199 ※１  4,245

短期借入金 2,000 －

1年内償還予定の社債 200 494

1年内返済予定の長期借入金 120 186

リース債務 10 204

未払金 123 38

未払費用 ※１  1,285 ※１  1,204

未払法人税等 － 2

未払消費税等 218 203

前受金 ※１  161 ※１  86

預り金 ※１  586 ※１  494

前受収益 1 0

製品保証引当金 273 399

工事損失引当金 267 －

設備関係支払手形 690 98

流動負債合計 12,481 8,618

固定負債   

社債 800 1,629

長期借入金 480 591

リース債務 32 148

長期未払金 166 196

長期預り保証金 ※４  3,872 ※４  3,648

退職給付引当金 1,469 1,462

長期前受収益 ※４  344 ※４  317

固定負債合計 7,165 7,994

負債合計 19,646 16,612

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,899 11,899

資本剰余金   

資本準備金 11,718 11,718

資本剰余金合計 11,718 11,718

利益剰余金   

利益準備金 546 546

その他利益剰余金   

圧縮積立金 2,451 2,413

別途積立金 29,234 27,734

繰越利益剰余金 △117 △813

利益剰余金合計 32,115 29,881

自己株式 △2,144 △2,145

株主資本合計 53,588 51,354

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 52 279

評価・換算差額等合計 52 279

純資産合計 53,641 51,634

負債純資産合計 73,287 68,247
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 41,940 30,039

売上原価 35,193 24,893

売上総利益 6,747 5,146

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  7,344 ※１, ※２  7,583

営業損失（△） △597 △2,437

営業外収益   

受取利息 45 45

受取配当金 342 426

雑収入 68 54

営業外収益合計 455 526

営業外費用   

支払利息 97 109

手形売却損 － 7

たな卸資産廃棄損 133 －

生産体制整備費用 － 89

為替差損 151 134

雑支出 98 114

営業外費用合計 481 455

経常損失（△） △623 △2,365

特別利益   

固定資産売却益 ※３  3 ※３  5

投資損失引当金戻入額 74 58

その他 － 0

特別利益合計 77 63

特別損失   

固定資産処分損 ※４  32 ※４  40

投資有価証券売却損 45 －

投資有価証券評価損 338 168

早期割増退職金 134 71

減損損失 ※５  384 ※５  3

たな卸資産評価損 95 －

その他 18 12

特別損失合計 1,049 296

税引前当期純損失（△） △1,594 △2,599

法人税、住民税及び事業税 153 59

法人税等調整額 △639 △742

法人税等合計 △485 △683

当期純損失（△） △1,108 △1,915
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,899 11,899

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,899 11,899

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 11,718 11,718

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,718 11,718

資本剰余金合計   

前期末残高 11,718 11,718

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,718 11,718

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 546 546

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 546 546

その他利益剰余金   

圧縮積立金   

前期末残高 2,491 2,451

当期変動額   

圧縮積立金の取崩 △40 △37

当期変動額合計 △40 △37

当期末残高 2,451 2,413

別途積立金   

前期末残高 28,834 29,234

当期変動額   

別途積立金の積立 400 －

別途積立金の取崩 － △1,500

当期変動額合計 400 △1,500

当期末残高 29,234 27,734
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,757 △117

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

圧縮積立金の取崩 40 37

別途積立金の積立 △400 －

別途積立金の取崩 － 1,500

当期純損失（△） △1,108 △1,915

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △1,875 △695

当期末残高 △117 △813

利益剰余金合計   

前期末残高 33,630 32,115

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純損失（△） △1,108 △1,915

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △1,515 △2,233

当期末残高 32,115 29,881

自己株式   

前期末残高 △1,068 △2,144

当期変動額   

自己株式の取得 △1,077 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1,076 △0

当期末残高 △2,144 △2,145

株主資本合計   

前期末残高 56,180 53,588

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

当期純損失（△） △1,108 △1,915

自己株式の取得 △1,077 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △2,591 △2,233
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期末残高 53,588 51,354

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 631 52

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △579 227

当期変動額合計 △579 227

当期末残高 52 279

評価・換算差額等合計   

前期末残高 631 52

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △579 227

当期変動額合計 △579 227

当期末残高 52 279

純資産合計   

前期末残高 56,811 53,641

当期変動額   

剰余金の配当 △406 △317

当期純損失（△） △1,108 △1,915

自己株式の取得 △1,077 △0

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △579 227

当期変動額合計 △3,170 △2,006

当期末残高 53,641 51,634
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平成21年６月26日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている極東開発工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、極東開発工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

「会計方針の変更」に記載されているとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

を適用している。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  池  尻  省  三  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  安  岐  浩  一  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、極東開発工業株

式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、極東開発工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成22年６月15日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている極東開発工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、極東開発工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  洲  﨑  篤  史  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  安  岐  浩  一  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、極東開発工業株

式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、極東開発工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成21年６月26日

極東開発工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている極東開発工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第74期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、極東開発工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計方針の変更」に記載されているとおり、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用

している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

大阪監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  池  尻  省  三  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  岐  浩  一  印 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

平成22年６月15日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている極東開発工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第75期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、極東開発工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  洲  﨑  篤  史  ㊞

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  安  岐  浩  一  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 極東開発工業株式会社 

【英訳名】 KYOKUTO KAIHATSU KOGYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長最高執行責任者 筆 谷 高 明 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 兵庫県西宮市甲子園口６丁目１番45号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長最高執行責任者 筆谷高明は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の財

務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有しており、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査

の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企

業会計審議会 平成19年２月15日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を整備及

び運用し、当社グループの財務報告における記載内容の適正性を担保するとともに、その信頼性を確保し

ています。 

なお、内部統制は、判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合

や当初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には必ずしも対応しない場合等があ

り、固有の限界を有するため、その目的の達成にとって絶対的なものではなく、財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

当社代表取締役社長最高執行責任者 筆谷高明は、平成22年3月31日を基準日とし、一般に公正妥当と

認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、当社グループの財務報告に係る内部統制の

評価を実施いたしました。 

評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲

を評価の対象といたしました。 

財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部統制」）及び決算・財務報告に係る

業務プロセスのうち、全社的な観点で評価することが適切と考えられるものについては、連結売上高を指

標に、その概ね95％程度の割合に達している事業拠点について評価の対象とし、評価対象となる内部統制

全体を適切に理解及び分析した上で、関係者への質問、記録の検証等の手続を実施することにより、内部

統制の整備及び運用状況並びにその状況が業務プロセスに係る内部統制に及ぼす影響の程度を評価いたし

ました。 

また、業務プロセスについては、財務報告に対する金額的及び質的影響の重要性を考慮し、上記の全社

的な内部統制の評価結果を踏まえ、連結売上高を指標に、その概ね2/3程度の割合に達している事業拠点

を重要な事業拠点として選定し、それらの事業拠点における、当社グループの事業目的に大きく関わる勘

定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、財

務報告への影響を勘案して、重要性の大きい業務プロセスについては、個別に評価の対象に追加いたしま

した。評価の対象とした業務プロセスについては、それぞれのプロセスを分析した上で、財務報告の信頼

性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を選定し、関連文書の閲覧、当該内部統制に関する適切な担当者へ

の質問、業務の観察、内部統制の実施記録の検証等の手続を実施することにより、当該統制上の要点の整

備及び運用状況を評価いたしました。 

  

上記の評価の結果、当社代表取締役社長 筆谷高明は、平成22年３月31日現在における当社グループの

財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

  

財務報告に係る内部統制の有効性の評価に重要な影響を及ぼす後発事象等はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 極東開発工業株式会社 

【英訳名】 KYOKUTO KAIHATSU KOGYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長最高執行責任者 筆 谷 高 明 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 兵庫県西宮市甲子園口６丁目１番45号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長最高執行責任者 筆谷 高明 は、当社の第75期(自 平成21年４月１日 至 平

成22年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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